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１．はじめに 

  日本の約束草案が７月に発表されて以来、国内外の環境シンクタンクやＮＧＯからの批

判にさらされている1。以下はその事例である。 

 

 多くの先進国が１９９０年や２００５年を基準年としているにもかかわらず、日本の

約束草案は２０１３年を基準年としている。日本の約束草案は１９９０年比では 18％

削減であり、ＥＵの４０％削減に比して野心のレベルが足りない。 

 目標の裏づけとなっている政策は既に存在し、日本は恐らく何の追加対策をとらなく

ても約束草案を達成できる(Japan can almost reach its proposed target without 

taking any further action)。 

 日本の中立的な研究機関の分析に寄れば原子力なしでも省エネ、再エネで 13 年比 31%

減が可能である。 

 日本のエネルギー戦略は石炭火力２３％を含め、２０３０年のベースロード比率を４

６－３８％としており、世界の潮流に逆行している。 

 温室効果ガス削減という日本の戦略とは裏腹に石炭火力発電所の新設計画が増大して

いる。ＮＧＯによれば、日本の排出量を９０年比１０％増にする可能性がある。 

 日本の削減目標は２０５０年目標達成に必要な排出削減経路と整合していない。 

 目標達成のために二国間クレジット（ＪＣＭ）を使うと言っている。厳格なアカウンテ

ィングルールがなければ、途上国における削減分がダブルカウントされ、グローバルな

野心のレベルを下げることになる。 

 ＪＣＭを通じて途上国に高効率石炭火力技術を移転することは、途上国における脱炭

素化の動きに逆行する。 

 

我々がまず認識すべきは、各国のＩＮＤＣがそれぞれ固有の国情に応じて策定されたも

のであるということだ。その背景を正しく理解せぬまま、特定国のＩＮＤＣをあげつらって

                                                   
1 http://climateactiontracker.org/countries/japan.html 

http://www.wri.org/blog/2015/07/japan-releases-underwhelming-climate-action-commitment 

http://www.e3g.org/news/media-room/japans-self-marginalisation-from-global-climate-change-politics 
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指弾することは建設的なエクササイズとは言えない。そして上記の批判もそれに該当する

と言わざるを得ない。本稿は上記批判に対して反論を試みるものである。 

 

２．なぜ２０１３年が基準年として選ばれたのか  

２０１１年３月１１日に発生した東日本大地震と巨大津波は、日本のエネルギー供給構

造と温室効果ガス排出に大きな影響をもたらした。この「不可抗力」ともいうべき大災害に

より、２０１１年３月１１日の前後で日本の温室効果ガス排出構造に明らかな不連続が存

在する。 

具体的には、福島第一原子力発電所で事故が発生するとともに、本州北部の東海岸にあ

る福島第二原子力発電所などが被災して運転を停止しただけでなく、定期点検中であった

原発の再稼動をさせないという政治的な判断によって全ての原子力発電所が運転停止する

こととなった。これにより、我が国の有するゼロエミッション電源が大規模に失われ、電力

不足を補うため、化石燃料電源を稼働させざるを得なかった。この結果、日本の温室効果ガ

スは大きく増加することとなり、不本意ながら２０１３年の温室効果ガス排出量は過去最

大に近い数値となった。 

またエネルギーミックスにおける原子力の位置づけを含む日本のエネルギー政策議論

も紛糾した。しかし、２０１４年４月のエネルギー基本計画において３つのＥとＳ、即ちエ

ネルギー安全保障、経済効率、環境保全、安全性を同時に達成するとの基本的な方向性が定

められた。今回のＩＮＤＣの根拠となるエネルギーミックスはこのエネルギー基本計画を

踏まえて策定されたものである。 

即ち、２６％削減目標を含む今回の日本のＩＮＤＣは、上記の困難を克服し、気候変動

枠組条約の究極目標を目指して真摯なボトムアップの努力を行うという日本の強い決意を

示すものなのだ。 

従って、過去のトレンドと明確な断絶のある２０１１年よりも後に基準年を設定するこ

とは技術的にも、経済的にも、政治的にも全く正当なことである。２０１３年が基準年にな

ったのは、最新データがあり、大震災後の擾乱が落ち着いてきたことによるものである。 

表１に示すように、ＥＵ、米国は１９９０年、２００５年を基準年として選んでおり、

彼らのＩＮＤＣはそれぞれの基準年で評価すれば最も野心的に見える。また発展途上国の

ＩＮＤＣにはそもそも基準年がない。条約事務局が最近出した分析レポートでは特定の基

準年からの削減率ではなく、温室ガス排出量そのものに着目していることから見ても、各国

のＩＮＤＣをその基準年の選択を理由に批判することは無意味なエクササイズである。 

  



表１ 異なる基準年でみた INDC 

 

 

３．日本のＩＮＤＣは容易に達成できるのか 

日本のＩＮＤＣは以下の３つの柱を前提としている。 

 実質ＧＤＰ成長率１．７％を維持しつつ、２０３０年のエネルギー需要を自然体（ＢＡ

Ｕ）から１３％、２０１３年実績から９．７％削減し、電力需要をＢＡＵから１７％減

少させ、２０１３年実績からの増加を１．４％に抑えるという野心的な省エネ努力 

 原子力の比率を２２－２０％とする、 

 再生可能エネルギーの比率を２２－２４％とする 

 

図１ ２０３０年の電源構成 

 

出所：経済産業省 

しかし、日本のエネルギー、経済、政治をめぐる状況を考えれば、このいずれも容易に



達成できるものではない。 

日本の最終エネルギー消費は、１９９０年代以降、２００８年をピークに横ばい状況に

あるが、２０１３年実績から約１０％削減するには、エネルギー需要を１９８０年代後半の

水準まで削減する必要がある。これは今後１５年間の間に日本のエネルギー消費のＧＤＰ

原単位を累積で３５％、年率で２．３％改善することを意味する。これほどのエネルギー効

率改善は１９７０年代の石油危機の直後に生じたのみである（図２）。主要国の中で英国に

次いでエネルギー効率が高い（ＧＤＰ原単位が低い）日本にとって（図３）、このような急

速かつ大幅な省エネを達成するには「追加的な対策なし」には実現できるものではない。 

また日本の電力需要と実質ＧＤＰ成長の間には強い相関関係が存在している。日本の

電力需要のＧＤＰ弾性値は、１９９０年以降、１．０を超えている。他のＯＥＣＤ諸国のＧ

ＤＰ原単位も１よりは小さいものの、プラスの値となっている。過去１０年間の実績を見れ

ば、ＯＥＣＤ諸国で電力需要のＧＤＰ弾性値がゼロもしくはマイナスになったケースはわ

ずかしかない（図４、５）。今後１５年にわたって電力需要のＧＤＰ弾性値をゼロあるいは

マイナスに保つことは世界的に見ても前例のない難題である。 

 

図２ 過去４０年間の日本のエネルギー効率改善 

 

出所：経済産業省 

図３ 主要国のエネルギー原単位（２０１１年） 



 
 

図４ 日本の実質ＧＤＰ成長率と電力需要の相関関係 

 

出所：電力中央研究所 

図５ ＯＥＣＤ諸国の電力需要のＧＤＰ原単位（１０年平均） 



 

出所：地球環境産業技術機構（ＲＩＴＥ） 

原子力発電のシェアを現状の１％から２２～２０％にするには既存原発の着実な再稼

働と運転年数延長が必要となる。大震災と津波を踏まえ、日本では世界で最も厳しい新たな

安全規制が導入されており、再稼働のためには 1兆円（約８２億ドル）を超える追加投資が

必要となっている。また、原子炉の運転年数は原則４０年となり、例外的に延長が認められ

ても一度限り最大２０年とされた。上記の目標を達成するには、幾つかの原子力発電所で運

転年数延長が必要となるが、延長に必要な安全基準は定められていない。Climate Action 

Tracker が指摘するように、原子力に否定的な国民感情が存在する中で、再稼働と運転年数

延長を行うことは、膨大な政治資源を必要とする。事実、Climate Action Tracker 自身が２

０３０年の原子力発電のシェアは７％にとどまると想定している。原子力のシェア２２－

２０％を達成することは「ほとんど達成可能」(can almost reach) とはとても言えない。 

日本は水力を除く再生可能エネルギー電源の発電量を、２０１３年から２０３０年に

かけて３１ＴＷｈから２３７－２５２ＴＷｈへ７－８倍拡大することを目指している。こ

うした急速な拡大は、ドイツ、英国、イタリア等が２０００年から２０１４年にかけて実現

した拡大に匹敵するものである（発電量の増分で見れば、より野心的である）。しかも日本

は他国と接続された送電網なしにこの目標を達成しなければならず、目標をより難しくし

ている。 

もっと高い導入目標を設定できるとの見方もある。今回のエネルギーミックスの検討

過程で三菱総研が提出した報告書の中には３５％という数字が出てくる2。しかし、この数

                                                   
2 http://www.japanfs.org/en/news/archives/news_id035296.html 

http://www.japanfs.org/en/news/archives/news_id035296.html


字は、現実性のない仮定（太陽光及び風力について全てが出力制限可能、化石燃料削減効果

のダブルカウント、送電網のほぼ無制限の広域運用等）に基づいて計算されたものであった

ため、目標検討に際して意味のあるインプットとはみなされなかった。 

日本のＩＮＤＣの裏づけとなっているエネルギーミックスはエネルギー自給率の低下、

化石燃料輸入に伴う国富の流出、エネルギーコストの上昇、温室効果ガスの増大という、他

国が経験したことのない「四重苦」に直面する中で検討された。関係委員会や国民レベルで

の徹底的な議論を踏まえ、エネルギー安全保障（エネルギー自給率の回復）、経済効率（エ

ネルギーコストの引き下げ）、環境保全（温室効果ガスの排出削減）という３つのＥの非常

に微妙なバランスをとりながら策定されたものである。温室効果ガスの削減のみに着目し

てＩＮＤＣを更に引き上げることになれば、上記の微妙なバランスを損なうこととなり、日

本のエネルギー政策は持続不可能なものになってしまうだろう。  

電力市場自由化と並行して上記のエネルギーミックスを達成することは特に困難を伴

う。政府と電力業界は協力しつつ、ＩＮＤＣと整合的なＣＯ２原単位の達成に向け、早急に

有効な枠組み、対策を策定し、実施していく必要があろう。 

 

４．日本のＩＮＤＣの野心度は他国に比して低いのか 

  日本のＩＮＤＣを１９９０年基準や２００５年基準で置き換え、ＥＵや米国の目標

に比較して野心の不足を批判することは、京都議定書時代のアナクロニズム的発想であ

る。重要なのはパーセントの数字の比較可能性ではなく、努力の比較可能性である。 

  たとえば現在及び２０３０年のＧＤＰ当たりの温室効果ガス排出量や一人当たり

排出量を見れば、日本のＩＮＤＣがＥＵや米国と比較しても十分に野心的であることは

明らかである（図６、図７）。 

 
図６ 主要国の温室効果ガス排出量の対ＧＤＰ比（現在及び２０３０年） 



 
出所：経産省，ＩＥＡ、国連統計 

（注）国毎に成長率等の前提条件等が異なり、特に中国については公表データが少ないため、多くの推計を含む。 

図７ 主要国の一人当たり排出量（現在及び２０３０年） 

 

出所：経産省，ＩＥＡ、国連統 

また日本エネルギー経済研究所のアジア／世界エネルギーアウトルック２０１５3（図８）

を見ると、日本のＩＮＤＣは省エネ技術や低炭素技術の最大限の導入を前提とした技術進

展シナリオ（ＡＴＳ）と同程度に野心的であることがわかる。4  
 

                                                   
3 http://eneken.ieej.or.jp/whatsnew_op/151021teireiken.html 
4 日本の２０２０年目標は原子力を計算に入れていない。  

http://eneken.ieej.or.jp/whatsnew_op/151021teireiken.html


図８ 日米ＥＵのＩＮＤＣと自然体ケース、技術進展シナリオの比較 

 

 

 

出所：日本エネルギー経済研究所「アジア／世界エネルギーアウトルック２０１５」 



 

更に最近のＯＥＣＤの分析5をみると、米国、ＥＵ、日本の目標はいずれもＧＤＰ成長率

と温室効果ガス排出原単位の変化の相関関係に関する過去のトレンドから大きく乖離した

ものであることが示されている。特に日本の場合、２０１１年、２０１２年に温室効果ガス

原単位が悪化（上昇）しており、ここから２６％のラインに乗せるのは非常に大きな努力を

要することがわかる。   

 

図９ 米、ＥＵ、日本の排出原単位とＧＤＰ成長率の相関関係 

 

                                                   
5 https://www1.oecd.org/publications/climate-change-mitigation-9789264238787-en.htm 

https://www1.oecd.org/publications/climate-change-mitigation-9789264238787-en.htm


 

出所: OECD “Climate Change Mitigation – Policies and Progress” (October 2015)  

 

更に地球環境産業技術機構（ＲＩＴＥ）のモデル分析6を見ると日本の限界削減費用は

米国やＥＵに比して高い(図１０)。このため、日本のＩＮＤＣは限界削減費用の面では米国、

ＥＵよりもはるかに野心的であり(表２)、ＧＤＰ当たり削減費用で見ても米国、ＥＵと同程

度に野心的であるといえる（表３）。 

図１０ 主要国の限界削減費用比較（２０３０年） 

 

出所：ＲＩＴＥ 

                                                   
6 https://www.rite.or.jp/Japanese/labo/sysken/about-global-warming/download-
data/Energymix_INDCs_20150818.pdf 

https://www.rite.or.jp/Japanese/labo/sysken/about-global-warming/download-data/Energymix_INDCs_20150818.pdf
https://www.rite.or.jp/Japanese/labo/sysken/about-global-warming/download-data/Energymix_INDCs_20150818.pdf


表２ 主要国のＩＮＤＣの限界削減費用 

 
       出所：ＲＩＴＥ  

表２ 主要国のＩＮＤＣの削減費用の対ＧＤＰ比 

 
出所：ＲＩＴＥ  

 

５．日本は原子力なしで、より野心的なＩＮＤＣが出せるのか 

世界資源研究所（ＷＲＩ）は「原発なしでも再生可能エネルギー、省エネルギーへの追

加投資により、２０１３年比３１％の削減が可能である」との地球環境戦略研究機関（ＩＧ

ＥＳ）のワーキングペーパー“Comparative Assessment of GHG Mitigation 

Scenarios for Japan in 2030”7, を引用して日本のＩＮＤＣを「野心的でない」と批判

している。しかしＩＧＥＳ自身が「このスタディは異なる削減努力水準の経済影響を検討し

ていない。我々の研究スコープには経済影響が入っていないが、各国の温室効果ガス削減目

                                                   
7 http://pub.iges.or.jp/modules/envirolib/view.php?docid=5974 

 

http://pub.iges.or.jp/modules/envirolib/view.php?docid=5974


標策定において経済影響の評価は最も重要な指標の一つである」と認めている8。ＩＮＤＣ

が日本経済のコストに非常に大きな影響を及ぼすことを考慮すれば、その視点を考慮に入

れないスタディは政策決定の参考としておよそ無意味である。 

化石燃料の輸入増大、円安の進行、ＦＩＴ賦課金の拡大により、日本の電力料金は震災

以降２５－４０％上昇し（図１１）、国民生活、産業活動、マクロ経済に大きな負担をもた

らしている。 

図１１ 家庭用及び産業用電力料金の推移 

 

出所：経済産業省 

だからこそエネルギーミックスの設定に当たってエネルギー安全保障（自給率の回復）、

環境保全（ＣＯ２排出削減）とあわせて経済効率（エネルギーコストの低減）が重要な要件

として位置づけられたのである。新たなエネルギーミックスでは、再生可能エネルギーの拡

大に伴うコスト増（ＦＩＴによる不可避的増大）を原発の再稼動、省エネ、再生可能エネル

ギーによる化石燃料輸入コスト節約分で吸収し、全体としてエネルギーコストを下げるこ

とを目指している（図１２）。 

 

図１２ 電力コスト見通し 

                                                   
8 同スタディ 24 ページ 



 
出所：経済産業省 

更に原子力のシェア１％が石炭、ＬＮＧ、再生可能エネルギーで代替された場合の経

済コスト、ＣＯ２排出量に与える影響についての感度分析も行われた。仮に原子力２２－

２０％分が再生可能エネルギーで代替された場合、電力コストは上記予測よりも４．８～

４．３兆円増大することになる。電力コストの低下という強い要請を満たすどころか、か

えって電力コストが拡大することになるのだ。  

 

表４  電源構成の変化に関する感度分析 

 

出所：経済産業省 

  加えて表２で示されたＲＩＴＥの限界削減費用分析は減価償却が進み、限界削減費用

が非常に低い原子力発電所の再稼動を前提としている。限界削減費用が米国やＥＵよりも

高いのは主に非常に野心的な省エネ目標を掲げていることが理由だ。仮に原発の再稼動が



期待されたように進まず、その不足分を埋めるために省エネや再生可能エネルギーの目標

値を更に引き上げることになれば限界削減費用は跳ね上がり、日本経済に多大な悪影響を

与えることになるだろう 

  要するに、原発の着実な再稼動は温室効果ガス削減、エネルギー安全保障、エネルギ

ーコスト削減を同時達成する上で不可欠の要件であることは明白だ。日本では奇妙なこと

に野心的な排出削減目標を主張する論者が、しばしば原発再稼動に反対している。国際環

境シンクタンクやＮＧＯは日本のＩＮＤＣが不十分だといって指弾するよりも、原発再稼

動が最も費用対効果の高い削減手法であるとのメッセージを日本国内で発するべきであ

る。  

 
６．日本はベースロード電源にこだわっているのか 

 上記で述べたように日本のエネルギーミックスは３Ｅ＋Ｓの微妙なバランスを取りつつ

策定されたものである。日本のＬＮＧ火力は米国やＥＵのガス火力よりも高コストである

（ＩＥＡ9によれば米国の４倍、ＥＵの２倍近くであり、地理的制約により２０４０年にお

いても格差は継続すると見込まれている）。電力コストを下げるために安価で安定的な電源

がどうしても必要となる。原子力と石炭のシェアが４６－４８％という目標は３つのＥを

実現する上での各電源の強み、弱みを総合勘案した結果としての数字に過ぎない。 

 Climate Action Tracker は、「ベースロード電源（石炭と原子力）の役割を増大すること

は低炭素社会に向かう国々と真逆の方向である」と論じているが、ＩＥＡが２０１５年６月

に発表した「エネルギーと気候変動―世界エネルギー見通し特別レポート」10 によれば、

各国の提出したＩＮＤＣの総計と、いわゆる４５０ｐｐｍシナリオとの間をブリッジする

シナリオにおいてすら、原子力と石炭の比率は米国で４２％、ＥＵで４３％と見通されてい

る。ブリッジシナリオがＩＮＤＣシナリオよりも野心的であることを考慮すれば、４６－４

８％という数字は他国と同等程度であると言えよう。 

 

７．日本は石炭依存を高めているのか 

石炭火力新設プロジェクトが１７００万ｋｗ分あると言われているが、この問題につい

ては大きな構図の中で捉える必要がある。 

福島第一原発事故以降、日本はほぼ１０００万ｋｗにのぼるゼロエミッション電源を失

った。更に運転期間４０年、延長しても最大２０年という稼動年数が法定化された。更にい

くつかの原発は廃炉されることになっている。仮に他の全ての原発が再稼動されたとして

も総発電量の２２－２０％をまかなえる程度である。震災前に原発が３０％近い電力を供

給していたことを考えれば、この不足分を運転特性、コスト、炭素制約等を勘案しつつ他の

                                                   
9 World Energy Outlook 2014, page 51. 
10 
https://www.iea.org/publications/freepublications/publication/WEO2015SpecialReportonEnergyandClimateChange.
pdf#search='energy+and+climate+change+weo+special+report+2015' 

https://www.iea.org/publications/freepublications/publication/WEO2015SpecialReportonEnergyandClimateChange.pdf#search='energy+and+climate+change+weo+special+report+2015
https://www.iea.org/publications/freepublications/publication/WEO2015SpecialReportonEnergyandClimateChange.pdf#search='energy+and+climate+change+weo+special+report+2015


電源で代替しなければならない。太陽光や風力は間欠性があるため原発を完全に代替する

ことはできず、火力によるバックアップを必要とする。地熱、水力、バイオマスは安定電源

であるが、その拡大には物理的な制約がある。ガス火力のＣＯ２排出は少ないが、電力コス

トやエネルギー安全保障のことを考慮すれば、それだけに依存するわけにはいかない。安価

な国産天然ガスがある米国とは事情が違うのだ。だからこそ日本は一定量の石炭火力を必

要としている。 

更に現在進行中の電力市場自由化のもとでは、発電コストの低い石炭火力が魅力的なオ

プションになることは不可避である。現在停止中の原発が期待されたように再稼動されな

ければ、石炭火力は安価で安定的な電源としての役割を期待されることになるだろう。 

逆に原発の再稼動が着実に進むのであれば、石炭火力の必要性は減殺されることになる。

モデルプラントによる発電コスト比較を見れば明らかなように、震災後の追加的な政策コ

スト、事故関連コストを上乗せしても原子力の発電コストは石炭よりも安い。既存の原発の

再稼動による発電コストはそれよりも更に低いものとなる。原発再稼動は新設、既設の石炭

火力のコスト競争力に大きな影響をもたらすことになるだろう。即ち１７００万ｋｗの石

炭火力新設プロジェクトが全て実現するか、どの程度の設備利用率で運転されるかは、原発

再稼動の見通しに依存するところ大である。 

日本では石炭火力新設プロジェクトに反対する論者は、しばしば原発再稼動にも反対の

論陣を張っている。しかし新規の石炭火力の導入を最小化するためには、原発の再稼動を着

実に進めることが最善の道であるということを認識すべきである。 

 

図１３ モデルプラントによる発電コスト比較（２０１４年） 

出所：経済産業省 

 

８．日本のＩＮＤＣは長期目標と不整合なのか 

日本のＩＮＤＣが長期目標と整合的でないという批判は、２０５０年に８０％削減とい

う長期目標からバックキャストした直線の削減パスを前提としている。８０％削減に向け



て直線的に削減していくことは技術的には可能かもしれないが、現在の技術体系のもとで

はその実現には法外なコストがかかる。だからこそ日本は環境エネルギー技術革新計画に

基づき、削減パスを非連続的に屈折させるような革新的技術開発に最大限の努力を傾注す

ることにしている。イノベーションというものが持つ非連続的な特性を考慮すれば、日本の

ＩＮＤＣが８０％削減に向けた直線的な削減経路に乗っていないことを理由に批判するこ

とは当を得ないものである。 

また革新的技術開発には官民による戦略的なＲ＆Ｄ投資が必要である。そのためには良

好なマクロ経済環境と企業収益が不可欠となる。短中期的に過度に厳しい削減目標を設定

し、経済に過大な負担をかける政策を実施すれば、長期的なＲ＆Ｄ投資を阻害することとな

り、長期的な温室効果ガス削減の観点からも逆効果となる。 

 

図１４ 環境エネルギー技術革新計画（２０１３年９月） 

 
出所：総合科学技術会議 

 

９．日本はＪＣＭをＩＮＤＣ達成に使うのか 

 ＪＣＭを含め、ポスト２０２０年枠組に市場メカニズムがどう組み込まれるかは決まっ

ていない。日本がＩＮＤＣを策定するに当たって、ＪＣＭによる削減分を算入していないこ

とはそうした理由によるものだ。日本がＪＣＭの活用を前提としているとの批判は当たら

ないし、日本にとってのプライオリティはＩＮＤＣの根拠となったエネルギーミックスを

実現することにある。 

ＪＣＭが高効率石炭火力をスコープに入れていることを批判する議論があるが、これ

はエネルギー情勢の現実を無視したものである。世界中に安価で潤沢な石炭資源が存在す



ることを考えれば、発展途上国において石炭火力の需要が拡大することは不可避である。Ｉ

ＥＡは２０１４年の世界エネルギー展望において「投資家が石炭火力発電を新設する決定

を下す際、最も効率の良いプラントがライフタイムで見ればコスト安であるとしても、必ず

しも当該プラントが選ばれるとは限らない。これは特に資本制約があるときに該当する。高

効率プラントは一般的により建設コストが高いからである」と述べている。11  
日本は発展途上国の固有のニーズに対応し、ＪＣＭを通じて高効率石炭火力技術を移

転することにオープンである。現実にインド12等、いくつかの途上国はＩＮＤＣの中に石炭

火力の効率向上を盛り込んでいる。日本の高効率・低排出石炭火力技術は、さもなければ低

効率石炭火力の導入によって増えてしまうＣＯ２排出増を回避する上で、大きな貢献を果

たし得るものである。 

 
１０．指弾ではなく促進を 

世界全体の排出量の９０％近い１５０カ国以上の国々がＩＮＤＣを提出したことは高

く評価されるべきことだ。その内容についてクラリフィケーションが必要なものがあると

はいえ、日本はそのレベルの妥当性を批判したことはない。 

冒頭に述べたとおり、その背景や国情を理解しないままに特定国のＩＮＤＣを批判する

ことは不要な対立を生むだけである。 

我々はポスト２０１２年枠組交渉を通じて、比較可能性・衡平性に関する特定のクライ

テリアに基づいて各国の目標値を比較し、その変更を迫るということが、無益なエクササイ

ズであることを学んだ。全ての国が受け入れられるクライテリアに合意することなど不可

能だからだ。 

  ＩＮＤＣは各国が自国の事情を勘案して策定したものであり、本ペーパー冒頭に掲げ

たような批判に応じて目標が見直されることなど考えられない。各国が相互のＩＮＤＣの

中身を確認・理解し、その実現を相互に後押しするような促進的なフレームワークの構築に

努力を傾注するほうがはるかに建設的ではないか。  

 

                                                   
11 World Energy Outlook 2014 page 180 “The importance of efficiency in coal fired 

power plants” 
12 
http://www4.unfccc.int/submissions/INDC/Published%20Documents/India/1/INDIA%20INDC%20T
O%20UNFCCC.pdf#search='india+INDC' 
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